
社会福祉法人真岡市社会福祉協議会真岡市こども発達支援  

センターひまわり園（放課後等デイサービス）運営要綱  

（目的）  

第１条  この要綱は、真岡市の委託により社会福祉法人真岡市社会福祉

協議会（以下「本会」という。）が運営する真岡市こども発達支援セ

ンターひまわり園（以下「事業所」という。）において、指定障害児

通所支援の放課後等デイサービス（以下「指定放課後等デイサービス

」という。）の円滑な運営管理を図るとともに、支給決定を受けた障

害児（以下「利用者」という。）及び障害児の保護者（児童福祉法（

昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）第２１条の５の５

第１項に規定する通所給付決定を受けた障害児の保護者をいう。こど

も発達支援センターひまわり園設置に関する条例第３条（平成２５年

年度真岡市条例第８号）に規定する者に対し、適正なサービスを提供

することを目的として、必要な事項を定める。  

（事業）  

第２条  実施する事業は、次のとおりとする。  

(1) 日常生活における基本的動作の支援  

(2) 社会生活への適応の支援  

(3) 保護者等に対する相談  

（事業所の名称等）  

第３条  指定放課後等デイサービスの実施・提供を行う事業所の名称及

び所在地は、次のとおりとする。  

(1) 名  称  真岡市こども発達支援センターひまわり園  

(2) 所在地  真岡市下籠谷４４１２番地１  



（定員）  

第４条  事業所の定員は、次のとおりとする。  

(1) 第１単位（授業終了後）（以下「第１単位」という。）１５名  

(2) 第２単位（学校休業日）（以下「第２単位」という。）１５名  

２  前項の規定にかかわらず、直近３か月間の平均実利用人員が定員を

超えても一定の範囲内であれば、利用者を受け入れることができる。  

（職員）  

第５条  事業所に次の職員を置く。  

(1) 管理者  １名  

(2) 児童発達支援管理責任者  １名  

(3) 児童指導員及び保育士  ５名以上  

２  管理者は、事業所の職員の管理及び放課後等デイサービスの利用の

申込みに係る調整、業務の実施状況の把握その他の業務の管理を一元

的に行うとともに、法令等において規定されている指定放課後等デイ

サービスの実施に関し、事業所の職員に対し遵守させるために必要な

指揮命令を行う。  

３  児童発達支援管理責任者は、個々の利用者について、アセスメント、

放課後等デイサービス計画（以下「サービス計画」という。）の作成、

サービス計画の実施状況の把握を行うとともに、継続的な評価等を行

い、利用者又はその家族に対する相談及び援助並びに他の職員に対す

る技術指導及び助言を行う。  

４  児童指導員及び保育士は、サービス計画に基づき利用者の自立の支

援と日常生活に資するよう、適切な技術をもって支援等を行う。  

（営業日及び営業時間等）  



第６条  営業日及び営業時間等は、次のとおりとする。  

(1) 営業日  月曜日から金曜日までとする。ただし、国民の祝日に関

する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日及び年末年

始（１２月２８日から翌年１月４日まで）を除く。  

(2) 営業時間  午前８時３０分から午後５時１５分までとする。  

(3) サービス提供日は、次のとおりとする。ただし、国民の祝日に関

する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日及び年末年

始（１２月２８日から翌年１月４日まで）を除く。  

ア  第１単位  月曜日から金曜日までとする。  

イ  第２単位  学校における夏休み、冬休み、春休みの期間中で月

曜日から金曜日までとする。  

(4) サービス提供時間  

ア  第１単位  午後３時から午後５時までとする。  

イ  第２単位  午後１時から午後５時までとする。  

２  会長が必要と認めるときは、前項に定める営業日又は営業時間等を

変更することができる。  

（指定放課後等デイサービスを提供する主たる対象）  

第７条  指定放課後等デイサービスを提供する主たる対象は、次のとお

りとする。  

児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）に基づき各市町村から通所

給付決定を受けた小学校又は中学校、高等学校若しくは特別支援学校

に就学している１８歳までの障害児（身体に障害のある児童、知的障

害のある児童又は精神に障害のある児童（発達障害者支援法（平成１

６年法律第１６７号）第２条第２項に規定する発達障害児を含む。）  



（事業所の利用）  

第８条  事業所の利用は、授業終了後又は学校休業日とし、利用者の送

迎は保護者の責任において行うものとする。  

（緊急時等における対応方法）  

第９条  職員は、サービス提供中に、利用者の病状に急変、その他緊急

事態が生じたときには、速やかに主治医に連絡する等の措置を講じる

とともに、管理者に報告しなければならない。  

（非常災害対策）  

第１０条  事業所は、非常災害に関する具体的計画を策定し、防火管理

者を配置して、定期的に避難、救出訓練その他の必要な訓練を実施す

るものとする。  

（苦情解決）  

第１１条  事業所は、提供したサービスに関する利用者からの苦情に迅

速かつ適切に対応するために、苦情を受け付けるための窓口を設置す

る等、苦情解決に関する体制を整備し、掲示するなど利用者等に周知

の徹底を図るものとする。  

２  事業所は、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第８３条に規定

する運営適正化委員会が、同法第８５条の規定により行う調査又はあ

っせんにできる限り協力する。  

（虐待の防止のための措置に関する事項）  

第１２条  事業所における虐待の防止のための措置に関する内容は次に

掲げる各号のとおりとし、効果的な対策を図るため、虐待防止責任者

に管理者を充て、虐待の未然の防止に努める。  

(1) 虐待防止責任者は、虐待を未然に防止するため、職員の人権意識、



知識や技術の向上のため必要な措置を講じる。  

(2) 第１１条に規定する苦情解決の体制により、虐待防止のための措

置を講じるものとする。  

(3) 虐待の防止を啓発・普及するための研修を年１回以上実施し、普

段から職員の人権意識を高め併せて資質の向上を図る。  

(4) 事業所における虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的

に開催するとともに、その結果について、職員に周知徹底を図る。  

(5) 虐待の事実を発見したときは、関係機関に速やかに通報するとと

もに、関係機関と連携し、虐待を受けた利用者やその家族への支援

を行い、再発防止の措置を講じる。  

（身体拘束等の適正化に関する事項）  

第１３条  事業所はサービスの提供に当たっては、利用者又は他の利用

者の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体

拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体拘束等」という

）を行わない。  

２  事業所は、やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その態様及び時

間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由その他

必要な事項を記録する。  

３  事業所における、身体拘束等の適正化のための措置に関する内容は

次に掲げる各号のとおりとし、効果的な対策を図るため、身体拘束等

の適正化に関する責任者に管理者を充て、身体拘束等の適正化を図る。  

(1) 身体拘束等の適正化のため、対策を検討する委員会の開催及び職

員に対する検討結果の周知徹底を図る。  

(2) 第１１条に規定する苦情解決の体制により、身体拘束等の適正化



のための措置を講じるものとする。  

(3) 職員に対する身体拘束等の適正化のための研修を年１回以上実施

し、普段から職員の資質の向上を図る。  

(4) その他身体拘束等の適正化のための必要な措置を講じる。  

（連携）  

第１４条  サービス提供に当たっては、関係市町村、地域の保健・医療

・福祉のサービス機関と綿密な連携に努めるものとする。  

（その他運営についての留意事項）  

第１５条  事業所は、職員の資質向上を図るため次の研修を設けるもの

とする。  

(1) 採用時研修  採用後１か月以内  

(2) 継続研修  年１回  

２  職員は、職務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持しなけれ

ばならない。また、その職を退いた後も同様とする。  

３  この要綱に定める事項のほか、運営に関し必要な事項は、本会の会

長が別に定めるものとする。  

 

附  則  

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。  

附  則  

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。  

附  則  

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。  

附  則  



この要綱は、令和２年４月１日から施行する。  

  附  則  

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。  

  附  則  

この要綱は、令和５年１０月１日から施行する。  

  附  則  

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。  

   

 


